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※特色の説明　　■市長公約：公約実現化プラン掲載事業　　■総合戦略：まち・ひと・しごと創生糸島市総合戦略掲載事業　　■公共：公共施設等総合管理計画第１期アクションプラン掲載事業

※事業費の説明　斜体はランニングコスト、（　）は市の会計を通さない財源、【　】は繰越費

◆一般会計

国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

基本目標1.未来社会で輝く子どもを育むまちづくり

政策1.子育ち・親育ちの支援の充実

施策1.安心して生み育てられる環境の充実

63,337 31,669 95,006 190,013 95,007 285,020

新規 ハード

3,522 3,522 1,600 2,602 11,246

総合戦略

新規 ハード

6,726 6,726 8,000 910 22,362

総合戦略

継続 ハード 公共

1,700 850 2,550

継続 ソフト

76,000 38,000 114,000 76,000 38,000 114,000

継続 ハード

3,240 3,240 3,240 3,240 3,240 3,240

総合戦略

継続 ソフト

75,844 28,801 34,161 138,806

継続 ソフト

施策2.妊娠から出産・子育ての切れ目のない支援

3,500 4,504 8,004 3,500 3,872 7,372 3,500 3,872 7,372

新規 ソフト

1,410 1,410 2,820 1,410 1,410 2,820 1,410 1,410 2,820

新規 ソフト

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

令和５年度～令和７年度　糸島市実施計画事業一覧表

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

48
産婦健康診査助成事業

子
育
て
支
援
課

市長公約

産後の体調不良や精神的不安定になりやすい産婦への支援体制を充実させ、産後うつの予防や新生児への虐待予防等を図る。

36
加布里２児童クラブ整備事業

子
ど
も
課

(

教

育

総

務

課

)

市長公約

34
民間保育所新設事業

子
ど
も
課

市長公約

新たな民間保育所を整備することで、待機児童を解消し、保護者が安心して子どもを産み育てられる環境をつくる。

38
放課後児童クラブ大規模改修
事業

子
ど
も
課

(

教

育

総

務

課

)

市長公約

建築後概ね20年を経過した児童クラブの大規模修繕を行うことで、施設の長寿命化を図るとともに、入所児童の快適で安全な保育環境をつくる。

新たな児童クラブを整備することで、入所不承諾を解消し、共働き世帯が安心して児童を預け、働くことができる環境をつくる。また、既存施設のスペース確保により安全に保育ができる環境を整備する。併せ
て、３密の回避などの新型コロナウイルス感染症予防を行う。

保育所等ICT化推進事業
子
ど
も
課

市長公約

44
保育士奨学金返済支援事業

子
ど
も
課

市長公約

糸島市内の保育所等に就職した保育士・保育教諭に対し、奨学金の返済に要した費用の一部を補助することにより、就職後の経済的支援を行い、保育士の確保、定着を図る。

46
地域型給付事業（小規模保育
事業分）

子
ど
も
課

市長公約

市町村には保育の義務(児童福祉法第24条)があり、保育を実施した場合、保育所等において入所児童の福祉に必要な運営費を、対価として支払う必要がある。これに基づき、小規模保育事業所に対して運営
費を支弁し、保育の実施が必要な児童に対する保育の充実を図る。

保育所等における業務のICT化を推進することにより、保育士の業務負担の軽減を図り、保育士が働きやすい環境を整備することを目的とする。

42
民間保育所施設整備事業

子
ど
も
課

市長公約

　老朽化した施設の建替え等により保育環境の整備を行うとともに、利用定員の増による待機児童の解消を図る。

40

50
産後ケア（アウトリーチ型）事
業

子
育
て
支
援
課

市長公約

より安心して子どもを生み、子育てできるよう、母親の身体的な回復や心理的な安定、セルフケア能力の向上を図り、母子とその家族が健やかな育児支援を受けられる環境を整えることを目的とする。

【単位：千円】
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国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

4,630 4,630 4,630 4,630

継続 ソフト

政策2.保育・学校教育の充実

施策1.家庭や地域と連携した教育の充実

2,056 2,056

総合戦略

継続 ソフト

施策2.児童・生徒の学力や体力の向上

11,649 11,649

総合戦略

新規 ソフト

39,463 39,463 40,187 40,187

総合戦略

継続 ソフト

12,831 12,831

総合戦略

継続 ソフト

3,998 3,998

総合戦略

継続 ソフト

10,769 10,769 20,459 20,459 26,322 26,322

継続 ハード

施策3.特別支援教育の充実と楽しい学校生活の創出

897 24,137 25,034 897 24,137 25,034

継続 ソフト

4,772 4,772 4,772 4,772 4,772 4,772

継続 ソフト

施策4.安全・安心に学習できる教育環境の整備

432 3,204 3,636 3,636 3,636

総合戦略

新規 ソフト

52
新生児聴覚検査助成事業

子
育
て
支
援
課

市長公約

　新生児に対して実施する聴覚検査に要する費用を助成するとともに、本検査の普及啓発及び聴覚障がいの早期発見と早期支援を図ることを目的とする。

54
九大寺子屋事業

学
研
都
市

づ
く
り
課

九大生が学んでいることを分かりやすく児童に教えることで、児童の学習意欲の向上を図る。（副次的：児童の将来の夢の創造、九大生への憧れの喚起、郷土愛の醸成、子育て世代の移住促進）

56
中学校プログラミング教育教
材購入事業

学
校
教
育
課

市長公約

　中学校において、一人一台端末を活用し、技術科の授業が行われる環境を整備する。

58
学習教材ソフトウェア導入事
業

学
校
教
育
課

市長公約

　一人一台端末を活用した学習を進めるための学習教材ソフトウェアを導入する。

62
英語教育充実事業

学
校
教
育
課

市長公約

　外国人講師とのオンライン英会話を定期的に実施することにより、グローバル社会に対応する基礎的なコミュニケーション能力の育成を図る。

60
ＩＣＴ支援員配置事業

学
校
教
育
課

市長公約

　ＩＣＴ支援員による学校支援により一人一台端末や高速通信ネットワークの有効活用を図る。

64
小中学校プロジェクター整備
事業

教
育
総
務
課

小中学校のＩＣＴ教育環境を向上させる。

66
不登校対応指導員配置事業

学
校
教
育
課

　不登校からの復帰支援を、早期かつ小中連携で行うことで、より効果的な支援を実現する。

68
学校生活支援事業

学
校
教
育
課

　家庭に閉じこもりがちな不登校児童生徒に対して、居場所（フリースペース）を提供し学校復帰に向けた支援を行う。

70
部活動地域移行推進モデル
事業

学
校
教
育
課

　中学校における部活動の指導体制の充実及び教職員の負担軽減を図る。
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国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

2,100 701 2,801 17,800 6,112 23,912 26,700 9,075 35,775

新規 ハード 公共

7,700 7,578 15,278 6,302 107,300 50,845 164,447

新規 ハード 公共

6,766 6,766

新規 ハード 公共

14,400 4,917 19,317

新規 ハード 公共

337,979 337,979 72,265 72,265 72,265 72,265

新規 ハード

2,529 141,200 47,194 190,923

継続 ハード 公共

148,300 66,948 215,248 40,380 143,300 86,775 270,455 38,443 214,400 141,369 394,212

継続 ハード 公共

3,036 3,036 14,066 25,000 2,716 41,782

継続 ハード

56,100 27,827 83,927 203,400 104,182 307,582 189,600 99,100 288,700

継続 ハード 公共

16,548 24,500 29,124 70,172 67,669 122,900 77,847 268,416 77,451 170,900 78,877 327,228

継続 ハード 公共

145,100 48,444 193,544

継続 ハード

74
怡土小学校校舎大規模改造
事業

教
育
総
務
課

市長公約

小学校教育環境整備として、老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止し、生徒・教職員の安全を確保し、良好な学びの環境を提供する。

76
南風小学校校舎解体事業

教
育
総
務
課

市長公約

小学校教育環境整備として、老朽化した校舎を解体することで、事故を防止し、児童・教職員の安全を確保、良好な学びの環境を提供する。

80
教育情報システム整備事業

教
育
総
務
課

学校間を結ぶ校務情報ネットワークを構築によりセキュリティ対策の高度化を図るとともに、校務支援システムの導入によって業務の効率化、子どもと向き合う時間の確保と教育の質の向上を目的とする。

82
雷山小学校屋内運動場大規
模改造事業

教
育
総
務
課

市長公約

78
前原西中学校校舎大規模改
造事業

教
育
総
務
課

市長公約

中学校教育環境整備として、老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止し、生徒・教職員の安全を確保し、良好な学びの環境を提供する。

72
福吉小学校校舎大規模改造
事業

教
育
総
務
課

市長公約

小学校教育環境整備として、老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止し、児童・教職員の安全を確保し、良好な学びの環境を提供する。

小学校教育環境整備として老朽化した屋内運動場の大規模改造工事により、事故を防止し、児童・教職員・利用者の安全を確保し、良好な学びの環境を提供するとともに、災害時における指定避難所としての
防災機能の強化を図る。

84
深江小学校校舎大規模改造
事業

教
育
総
務
課

市長公約

小学校教育環境整備として、老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止し、児童・教職員の安全を確保、良好な学びの環境を提供する。

86
福吉中学校校舎改修事業

教
育
総
務
課

教育施設の防災機能強化、建物の非構造部材（建物外壁）の耐震化を図ると共に、雨漏り対策として屋上防水工事を実施し、教育環境を整備する。

88
前原東中学校校舎大規模改
造事業

教
育
総
務
課

市長公約

中学校教育環境整備として、老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止し、生徒・教職員の安全を確保し、良好な学びの環境を提供する。

90
小中学校トイレ改修事業

教
育
総
務
課

市長公約

老朽化した和式トイレを洋式トイレへ改修を行うことで、学校教育環境の充実、衛生環境の改善を図り、良好な学びの環境を提供する。

92
小学校特別教室空調設備設
置事業

教
育
総
務
課

小学校教育環境整備
（市内小学校特別教室の空調環境の向上）

10



国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

80,000 80,000 80,000 80,000 80,000 80,000

継続 ハード

30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

継続 ハード

32,246 57,400 9,261 98,907

継続 ハード 公共

237,500 91,632 15,234 344,366 5,200 1,856 7,056

継続 ハード 公共

41,600 14,092 55,692

継続 ハード 公共

13,242 13,242 13,548 13,548 13,548 13,548

継続 ハード

2,589 4,600 504 7,693

継続 ハード

9,949 9,949

新規 ハード

政策3.切れ目のない学習機会の充実

施策1.生涯学習の推進とスポーツの振興

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

新規 ソフト

5,900 13,960 19,860

継続 ハード

10,000 10,000 1,400 8,600 10,000 1,400 8,600 10,000

継続 ソフト

110
読書習慣形成・定着支援事業

生
涯
学
習
課

　読書は、表現力の向上のみならず、言語能力の発達、さらには学力の向上にもつながることから、読書習慣の形成・定着を図る必要がある。特に中学2年生の不読率が急増しているため、中高生向け及び利
用者の多い30～50代向けの電子書籍を購入し、読書離れを防止する。

94
小学校施設改修事業

教
育
総
務
課

市長公約

小学校教育環境整備として、市内小学校の小規模営繕工事を行い、事故防止、施設の長寿命化を図る。

96
中学校施設改修事業

教
育
総
務
課

市長公約

中学校教育環境整備として、市内中学校の小規模営繕工事を行い、事故防止、施設の長寿命化を図る。

98
波多江小学校校舎大規模改
造事業

教
育
総
務
課

市長公約

小学校教育環境整備として、老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止し、児童・教職員の安全を確保、良好な学びの環境を提供する。

100
前原南小学校校舎大規模改
造事業

教
育
総
務
課

市長公約

小学校教育環境整備として、老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止し、児童・教職員の安全を確保、良好な学びの環境を提供する。

102
引津小学校校舎大規模改造
事業

教
育
総
務
課

市長公約

小学校教育環境整備として、老朽化した校舎の大規模改造工事により、事故を防止し、児童・教職員の安全を確保、良好な学びの環境を提供する。

104
小学校プール循環ろ過設備改
修事業

教
育
総
務
課

市長公約

耐用年数を超過した、プール循環ろ過設備を更新し、プール水質基準を保持、良好な学習環境を整える。

106
小学校校舎外壁改修事業

教
育
総
務
課

小学校教育環境整備（既存校舎の外壁改修）、教育施設の防災機能強化、建物の非構造部材（建物外壁）の耐震化

108
加布里小学校教室改造事業

教
育
総
務
課

市長公約

加布里2児童クラブを加布里小学校家庭科教室に新設することとなったため、家庭科教室を多目的教室に移設し、教室の有効活用を行う。

112
体育施設LED化事業

生
涯
学
習
課

(

公

共

施

設

管

理

課

)

屋外施設で使用している水銀灯について2021年度以降製造が中止に伴い、照明施設のＬＥＤ化を図る

114
福岡マラソン実施事業

生
涯
学
習
課

スポーツの振興と地域の活性化を図り、福岡・糸島地域一帯の魅力を高めることを目的に『福岡マラソン』を開催する。
併せて、大会を盛り上げ、糸島市を積極的にＰＲするため、糸島市独自の事業を展開する。
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国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

施策2.青少年の健全育成

(2,000) (2,000)
1,077 1,077

継続 ソフト

(1,425) (1,425) (1,425) (1,425) (1,425) (1,425)
1,425 1,425 1,425 1,425 1,425 1,425

総合戦略

新規 ソフト

1,783 1,783 3,033 3,033

総合戦略

継続 ソフト

施策3.文化・芸術の振興

10,180 10,180 9,900 1,200 11,100 126,500 14,131 140,631

新規 ハード 公共

36,691 36,691

新規 ハード

(2,116) (2,116)
1,500 1,500

新規 ハード

2,500 300 2,200 5,000 2,500 300 2,200 5,000

継続 ソフト

4,889 300 18,600 2,190 25,979 46,738 300 41,700 4,738 93,476 72,975 300 86,100 9,616 168,991

継続 ハード

32,438 300 7,000 810 40,548 15,328 300 3,100 434 19,162 23,466 300 5,000 568 29,334

継続 ソフト

1,000 1,000 2,000 1,000 1,000 2,000 1,000 1,000 2,000

継続 ソフト

4,000 300 3,700 8,000 4,000 300 3,700 8,000

継続 ソフト

116
いとしまSDGs再発見プロジェ
クト事業

情
報
政
策
課

市長公約

SDGsの達成に向けた取り組みを展開する市民や事業者等を訪ね、その姿を取材し、その成果物を市民等に公表することにより、SDGsへの理解促進を図るとともに、市民一人ひとりが自ら課題に向き合い、主
体的に解決策を考える機会を創出し、行動変容を促す機会とする。

118
糸島市未来地域リーダー育成
プログラム事業

生
涯
学
習
課

糸島市における将来の地域のリーダーとして活躍する人材を育成することを目的とする。

120
スポーツチャレンジ事業

生
涯
学
習
課

市長公約

スポーツを介した青少年の健全育成と、競技技術の向上を図るとともに、市民のスポーツ習慣や健康志向の定着を図る。

128
国指定史跡保存修理事業 文

化
課

市長公約

　国史跡指定地における樹木の繁茂により遺構の保全が難しい箇所について高木伐採を行う。近年、風水害等で倒木による近隣の建物への被害が相次いでいるため、繁茂し倒木の危険がある樹木を伐採・
除去し、史跡を保全する。

126
国立博物館連携文化財公開
事業

文
化
課

市長公約

東京国立博物館など全国の国立博物館と連携（収蔵品の借用・展示企画への参画等の協力）し、助成金を活用して糸島やそれ以外の地域の魅力ある文化財を公開（特別展を開催）する。博物館展示の充実
化や収益の向上を図る。

122
歴史博物館大規模改修事業 文

化
課

(

公

共

施

設

管

理

課

)

令和7年度に予定されている伊都国歴史博物館の大規模改修と令和9年度に予定されている志摩歴史資料館の統合に関連する事業を行う。

124
伊都文化会館空調設備改修
事業

文
化
課

(

公

共

施

設

管

理

課

)

伊都文化会館の空調設備の改修を行うことで、安定的な空調サービスの向上を図る。

130
文化財保存整備事業（新町支
石墓群）

文
化
課

市長公約

国史跡新町支石墓群の整備を実施し、活用を図る。国史跡は保存するだけでなく、学校教育、生涯学習、観光、市民生活などへの活用が求められる。用地の取得が完了し、整備に関する条件が整った新町支
石墓群史跡整備事業を実施する。

132
史跡公有化事業 文

化
課

市長公約

市内に所在する国指定史跡の用地購入を行い、史跡の保存と活用に資する。また、公有地化により、史跡の保全体制の強化を図る。

134
伊都国歴史遺産活用事業 文

化
課

市長公約

　「伊都国」の歴史・文化の魅力を周知化し、糸島市のシティプロモーションのために、講演会・シンポジウムの開催や国史跡を紹介する映像を作成する。本事業をとおして郷土愛の育成とともに、糸島市の観光
ＰＲ・定住化促進の一助としたい。

136
国宝、重要文化財保存事業 文

化
課

市長公約

重要遺跡の内容確認、個人住宅建設に先立つ遺跡の記録保存を目的として発掘調査を実施する。また、重要遺物の恒久的な保存と活用を目的として、出土品の保存処理を行う。

12



国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

基本目標2.人と人がつながり助け合うまちづくり

政策1.コミュニティの活性化

施策1.地域コミュニティの機能強化

1,302 1,302 1,302 1,302 1,302 1,302

総合戦略

新規 ソフト

4,800 558 5,358 80,400 8,991 89,391

継続 ハード 公共

9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000

継続 ソフト

16,300 16,300 16,300 16,300 16,300 16,300

総合戦略

継続 ソフト

4,199 4,199 10,000 10,000 10,000 10,000

総合戦略

継続 ソフト

81,600 9,109 90,709

継続 ハード 公共

施策2.ＮＰＯ・ボランティアの育成

2,407 2,407 2,407 2,407

総合戦略

継続 ソフト

政策2.人口減少地域対策

施策1.移住・定住の促進

1,780 1,780 1,780 1,780 1,780 1,780

総合戦略

新規 ソフト

4,459 4,459 4,331 4,331 4,459 4,459

総合戦略

新規 ソフト

138
行政区支援事業

コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

推
進
課

市長公約

行政区（自治会）に対し、自治会の課題を解決するための各種事業を行うことで、地域コミュニティの機能強化を図ることを目的とする。

140
長糸コミュニティセンター大規
模改修事業

コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ

推

進

課

(

公

共

施

設

管

理

課

)

市長公約

長糸コミュニティセンターの大規模改修を実施し、施設利用者に安全で快適な施設提供を行うことにより地域コミュニティの機能強化を図る。

142
市民まつり事業

コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

推
進
課

市長公約

市民総参加による「市民が主役」の糸島市民まつりを開催し、その振興を図ることによって、地域活性化、一体感の醸成、市を広くＰＲすることを目的とする。

144
校区まちづくり推進事業

コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

推
進
課

市長公約

地域にある課題の解決や地域資源を活用したまちづくりを行うため、小学校区を単位とする地域コミュニティの振興を図るために実施するもの。

146
行政区等公民館・児童遊園地
施設等補助金交付事業

コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

推
進
課

市長公約

行政区等が実施する公民館等の整備等に対し、補助金を交付することで、地域拠点の整備と地域コミュニティ活動の活性化を図ることを目的とする。

148
雷山コミュニティセンター大規
模改修事業

コ

ミ

ュ
ニ

テ

ィ

推

進

課

(

公

共

施

設

管

理

課

)

市長公約

雷山コミュニティセンターの大規模改修を実施し、施設利用者に安全で快適な施設提供を行うことにより地域コミュニティの機能強化を図る。

150
市民提案型まちづくり事業

生
涯
学
習
課

NPOやボランティアの持つ専門性、迅速性を生かして地域の課題解決を図る。

152
人口減少地域対策事業

コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

推
進
課

市長公約

人口減少地域（７校区（70行政区））において、今後人口減少が進んでも、地域活動や伝統文化の継承など、地域の魅力や特色を活かしながら、時代の変化に対応しつつ、地域としてあり続けられる「持続可能
な地域づくり」を行うことを目的とする。

154
空き家対策事業

コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

推
進
課

市長公約

令和４年度に実施した空き家実態調査を基に、民間流通しづらい中・低程度の空き家の市場流通の促進を行う。
また、戸建て住宅所有者に対し、積極的にアプローチを行い、「空き家」にしない予防策を行うことを目的とする。

13



国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

8,946 8,946

総合戦略

継続 ソフト

37,333 19,025 56,358

総合戦略

継続 ソフト

4,005 1,386 5,391

総合戦略

継続 ソフト

政策3.男女共同参画・人権・多文化共生

施策1.男女共同参画社会の推進

3,775 3,775 2,330 2,330 2,330 2,330

総合戦略

継続 ソフト

施策3.多文化共生社会の推進

500 500 500 500 500 500

総合戦略

新規 ソフト

基本目標3.みんなの命と暮らしを守るまちづくり

政策1.災害対策

施策1.地域の防災力の強化

15,900 1,000 16,900

継続 ハード

施策2.防災・減災基盤の整備

425 425 425 425
6,900 601 7,501

総合戦略

新規 ソフト

99,800 17,339 117,139

継続 ハード

1,584 1,584 1,584 1,584 1,584 1,584
5,847 456 5,395 11,698

総合戦略

新規 ソフト

156
移住定住促進事業

コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

推
進
課

市長公約

福岡市西部・九州・首都圏からの子育て世代の移住を誘導し、市内のどの校区移住しても、移住者が地域コミュニティに溶け込みやすい相談体制、情報発信を行い、地域コミュニティの活力の維持を目的とす
る。

160
いとしま出会いサポートセン
ター事業

コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

推
進
課

市長公約

出会いと結婚を支援する窓口を設け、結婚に対する機運を醸成し、少子化対策と定住を進める。

158
結婚新生活支援事業

コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

推
進
課

市長公約

本市に居住した若年の新婚世帯に対し、結婚に伴う新生活のスタートに係るコスト（住宅取得費用、家賃費、引越費用）を補助し、結婚に伴う経済的負担を軽減することで結婚を後押しし、少子化の防止に繋げ
る。

162
女性が輝くミライ事業

人
権
・
男
女
共

同
参
画
推
進
課

市長公約

将来の糸島市を担う若年者を中心に、男女共同参画社会の推進に必要なジェンダーの視点を啓発し、社会人として自立して「生きる力」を育成するとともに、就業を希望する女性を支援する。

164
九州大学国際村交流事業

学
研
都
市

づ
く
り
課

市長公約

九州大学国際村構想の実現化に向けて、九大留学生等との交流事業等を通した市民の多文化共生に対する意識醸成を図る。また、留学生等が日本や地域に馴染むことにより、在日後の孤独感を解消する。

166
ため池廃止事業

農
地
政
策
課

近年、集中豪雨等が頻発しており、ため池が決壊した場合、下流域の家屋や人的被害も危惧される。
ため池廃止により地域防災上のリスクを除去することで、人的被害の未然防止に寄与し、施設周辺の安全・安心を図るものである。

168
避難行動要支援者支援システ
ム整備事業

危
機
管
理
課

市長公約

災害時に自ら避難することが困難な高齢者や障がい者等の避難行動要支援者に対し、個別避難計画を作成し、発災時に生命または身体を保護する。

170
防災行政無線等機能強化事
業

危
機
管
理
課

市長公約

　新庁舎への移転に伴い、災害対策に関係する各種防災通信システムの移設及び新設工事を行い、新庁舎での災害対策本部機能の向上を図る。

172
災害ハザードマップ改定事業

危
機
管
理
課

市長公約

　災害時において、市民の安全な避難等を行うためには、地域のハザード（危険）箇所を事前に把握することは重要である。令和元年度のハザードマップ作成後、洪水浸水想定区域の公表対象河川が増加した
ため、ハザードマップ（紙）の改定を行うもの。

14



国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

政策2.消防・救急の充実

施策1.消防力の強化

77,550 77,550

新規 ハード 公共

74,200 1,467 75,667

新規 ハード

24,500 11 24,511 16,600 9 16,609 16,600 9 16,609

継続 ハード

23,300 1,683 24,983

継続 ハード

300 874 1,174 107,100 18 107,118 120,200 99 120,299

新規 ハード

7,810 7,810 7,810 7,810 7,810 7,810
1,490 1,490 1,098 1,098 34,657 34,657

継続 ハード

9,790 9,790 9,790 9,790 9,790 9,790
5,500 5,500 1,315 1,315

継続 ハード

施策2.救急体制の充実

41,500 5,618 47,118 34,200 2,632 36,832 11,400 25,432 36,832

継続 ハード

政策3.防犯・交通安全の推進

施策1.地域の防犯力の向上

2,500 2,500 5,000 2,500 2,500 5,000 2,500 2,500 5,000

新規 ソフト

174
消防施設空調設備改修事業

消
防
総
務
課

　消防本部庁舎は、事業計画年度には、建築から20年以上経過し老朽化している。特に多くの不具合が生じている空調設備を改修し、市民の命と暮らしを守るため常に即応態勢で災害出動している消防職員
の適正な職場環境を整備する。

176
水槽付消防ポンプ自動車整備
事業

警
備
課

現在配備している水槽付消防ポンプ自動車が耐用年数を経過するため、災害出動時に支障をきたすことのないよう更新整備し、災害対応能力を維持する。

178
防火水槽整備事業 警

防
課

　消防水利を充実する必要がある地域への防火水槽の設置及び老朽化した既設防火水槽の更新工事を実施し、火災による被害を軽減する。

180
消防団ポンプ自動車整備事業 警

防
課

市長公約

　消防活動の基盤となる消防自動車が災害時に支障をきたすことのないよう、老朽化した消防自動車を計画的に更新し、災害時の安定した成果を確保する。

182
消防救急デジタル無線設備共
同整備事業

通
信
指
令
課

火災、救急、救助活動等の災害現場活動に必要不可欠な消防救急デジタル無線設備を福岡都市圏消防が共同で整備し、効率的な運用を図る。

184
通信指令施設更新事業

通
信
指
令
課

適正な１１９番受信体制を維持し、災害対応の迅速性を確保する。

186
消防救急デジタル無線更新事
業

通
信
指
令
課

火災、救急、救助活動等の災害現場活動に必要不可欠なデジタル無線機器を更新することにより、消防・救急体制の充実を図る。

188
高規格救急自動車整備事業 救

急
課

市長公約

増加する救急需要に対応するため５台目の救急車を新規配備するとともに、老朽化する高規格救急自動車の更新を行う。

190
老朽空き家等除却促進事業

危
機
管
理
課

倒壊、部材の落下等のおそれがある危険な空き家の除却を促進することにより、市民の安全で安心な居住環境の形成を図るため。

15



国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

施策2.交通安全対策の強化

5,500 5,500 11,000

継続 ハード

10,000 10,000 10,000 10,000

継続 ハード

基本目標4.健康で安心して暮らせるまちづくり

政策1.包括的な地域福祉の推進

施策1.地域福祉活動の充実

9,701 3,234 12,935 13,451 4,484 17,935

継続 ソフト

6,307 2,103 8,410 10,057 3,353 13,410

継続 ソフト

1,683 1,683 3,366 1,683 1,683 3,366

継続 ソフト

施策2.新しい地域包括支援体制の構築

8,570 2,857 11,427 8,570 2,857 11,427

継続 ソフト

政策2.健康・医療の充実

施策1.市民の健康管理体制の充実

4,886 4,886 4,934 4,934 4,979 4,979

継続 ソフト

8,195 8,195

継続 ソフト

施策2.地域と連携した健康づくりの推進

6,919 6,919

新規 ハード 公共

192
交通安全施設整備事業（社交
金分）

建
設
課

市長公約

小中学校通学路の交通安全施設を整備することにより、通学時の安全確保を行い、交通事故防止を図る。

194
交通安全施設整備事業 建

設
課

市長公約

交通安全施設を整備することにより、歩行者の安全確保及び車両の増加による交通事故防止を図る。

196
地域福祉におけるアウトリー
チ事業

地
域
福
祉
課

市長公約

複数分野にまたがる複合化・複雑化した課題を抱えているために、必要な支援が届いていない人に支援を届けることを目的とする。
校区社協、各種会議、支援関係機関との連携を通じて、地域の状況等にかかる情報を幅広く収集するとともに、地域住民とのつながりを構築する中でニーズを抱える相談者を見つけ、また、本人と直接対面し
たり、継続的な関わりを持つために、信頼関係の構築に向けた丁寧な働きかけを行う。

198
地域福祉における参加支援事
業

地
域
福
祉
課

市長公約

既存の社会参加に向けた事業では対応できない方のために、本人やその世帯のニーズや抱える課題などを丁寧に把握し、地域の社会資源や支援メニューとのコーディネートを実施しマッチングを行う。また、
既存の社会資源に働きかけたり、既存の社会資源の拡充を図り、支援ニーズにあった支援メニューを創出する。マッチングした後に希望に沿った支援が出来ているかフォローアップを実施し、社会とのつながり
づくりに向けた支援を行う。

200
生活困窮者支援等のための
地域づくり事業

地
域
福
祉
課

市長公約

年齢や性別、その置かれている生活環境などに関わらず、身近な地域において、誰もが安心して生活を維持できるよう、地域住民相互の支え合いによる共助の取組の活性化を図りつつ、生活困窮者を始め、
支援が必要な人と地域とのつながりを適切に確保するとともに、これらを地域全体で支える基盤を構築することを通じて、地域福祉の推進を図ることを目的とする。

202
地域福祉における多機関協働
事業

地
域
福
祉
課

市長公約

「地域共生社会」の実現に向け包括的な支援体制の整備を図る。支援を必要とする住民（世帯）が抱える多様で複合的な地域生活課題について、関係機関との連携等による解決を目指す。

204
特定健康診査受診率向上対
策事業

健
康
づ
く
り
課

市長公約

特定健康診査の受診者の自己負担を軽減することで、特定健康診査の受診率の向上を図り、市民の健康寿命の延伸と医療費等の増加抑制を図る。

206
総合健診受付業務委託事業

健
康
づ
く
り
課

市長公約

①申込方法の多様化に合わせ、ＷEB健診予約を導入することにより、市民サービスの向上を図るとともに、特定健診及びがん検診の受診率の向上につながる。
②事務事業の改善・効率化を図ることで、職員、専門職の会計年度任用職員が、保健事業に重点的に取り組むことができ、保健指導実施率、ハイリスク者の保健指導実施数の向上につながる。結果、生活習
慣病の重症化を予防し、医療費の抑制や健康寿命の延伸を図ることができる。

208
休日・夜間急患センター屋上
防水改修事業

健
康
づ
く
り
課

(

公

共

施

設

管

理

課

)

　竣工から20年以上経過している休日・夜間急患センター屋上の防水シートの劣化が進んでいる。雨漏りを防止するため、改修工事を行うことで市民が安心・安全な医療を受けるための環境を整備する。

16



国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

17,930 17,930

継続 ハード 公共

613 4,498 5,111 613 4,498 5,111 1,252 1,252

新規 ソフト

基本目標5.ブランド糸島で活気あふれるまちづくり

政策1.農林水産業の振興

施策1.農林水産業の活性化

10,900 655 19,545 31,100

新規 ハード 公共

5,886 5,887 11,773

新規 ハード 公共

(7,349) (3,675) (11,024) (11,880) (5,941) (17,821) (9,125) (4,563) (13,688)
3,674 3,674 5,939 5,939 4,562 4,562

総合戦略

継続 ハード

16,150 10,766 4,600 444 3,840 35,800

総合戦略

継続 ハード

40,000 26,666 11,400 691 1,743 80,500 11,750 7,833 3,300 220 897 24,000

継続 ハード 公共

【347】 【29】 【100】 【10】 【92】 【578】
43,200 3,600 21,500 1,285 2,915 72,500 43,200 3,600 21,500 1,285 2,915 72,500 43,200 3,600 21,500 1,285 2,915 72,500

継続 ハード 公共

 
700 2,300 3,783 6,783 1,120 100 1,602 2,822

継続 ハード

7,305 11,900 59 19,264 2,000 3,500 5,500 2,000 3,500 5,500

継続 ハード 公共

210
休日・夜間急患センター非常
用自家発電設備改修事業

健
康
づ
く
り
課

(

公

共

施

設

管

理

課

)

　休日・夜間急患センターに設置している非常用自家発電設備は、設置から既に２５年が経過し、老朽化している。今後、安定稼働が困難になる可能性がある設備を改修することで、休日及び夜間の診療を行
う急患センターを整備し、市民の急病患者の医療を確保する。

212
働く世代の健康チャレンジ事
業

健
康
づ
く
り
課

市長公約

「時間がない」「（症状がないから）自分は健康だ」という理由で健康づくりに関心が薄い市民に対し、健康への関心を高める流れ（ムーブメント）やきっかけを作ることで、自ら健康づくりに取り組むことができる環
境をつくる。

222
漁港等施設改修事業

水
産
林
務
課

市長公約

　船越漁港は年間を通じて南風を受けやすく、台風等の時化においては、南護岸に隣接する船置場（クレーン架台）利用時の陸上作業の安全性が確保されていない。このため、防風柵を整備することによって
台風からの強風の影響を低減させ、就労環境の改善を図る

224
林道橋点検修繕事業

水
産
林
務
課

市長公約

平成25年度に実施した林道橋梁点検及び長寿命化修繕計画に基づき計画的な補修を実施することにより林道橋の長寿命化を図り、維持管理コストの縮減を図る。また、５年に１度点検を行い長寿命化修繕計
画の見直しを行う。

226
福岡県水産業振興対策事業

水
産
林
務
課

市長公約

　作業の効率化、安全性の確保などによる労働環境の改善とコストの削減による所得の向上を図り、漁業を魅力ある職業への転換を進めるため共同利用施設を整備する。

228
魚礁設置事業

水
産
林
務
課

市長公約

漁業者等と協働し「水産資源の管理」と「つくり育てる漁業」に資する事業として、沿岸域での漁獲量の増大と海洋環境の保全を目指し、魚礁を設置する。

230
漁場施設機能保全事業

水
産
林
務
課

市長公約

　福吉漁場消波提は、老朽化（長年の波浪）により天端高不足、断面不足が生じ、越波等によりカキ養殖等の施設が流される事態となっており、その解消のために保全工事を実施する。

232
漁村再生交付金事業

水
産
林
務
課

市長公約

　姫島漁港港内への侵入波を軽減するため、南防波堤と東防波堤に新たに消波ブロックを設置し、漁港内の静穏度を確保する。

234
広域基幹林道開設事業（道整
備交付金・地域活性化事業）

水
産
林
務
課

市長公約

　森林の保全並びに林業施業の省力化を図るため、広域基幹林道を軸とした林道のネットワーク化を推進する。

236
林道改良事業

水
産
林
務
課

市長公約

本事業は、林道47路線の改良（舗装・改良）を行う。
①林道一の原線は、森林施業に多く利用されているが、未舗装部分が半分あり、降雨後は路面浸食により通行に支障が生じるため、舗装工事を行う。
②令和３・４年度林道第3雷山浮嶽線の改良工事を行う。
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国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

9,400 3,600 13,000 9,800 3,600 13,400

総合戦略

継続 ソフト

(12,000) (12,000) (12,000) (12,000)
3,000 3,000 3,000 3,000

総合戦略

継続 ソフト

1,772 886 886 3,544 1,772 886 886 3,544

総合戦略

継続 ソフト

(3,464) (890) (4,354) (3,464) (890) (4,354) (3,464) (890) (4,354)
180 843 1,023 180 843 1,023 180 843 1,023

継続 ソフト

21,500 2,000 23,500 23,000 2,000 25,000 23,000 2,000 25,000

新規 ハード

42,021 17,672 59,693 44,563 3,160 47,723 44,563 5,471 50,034

継続 ハード

77,458 41,127 25,000 13,729 157,314 77,458 41,127 38,729 157,314

継続 ソフト

8,000 600 12,940 21,540 8,000 600 12,940 21,540 8,000 600 12,940 21,540

継続 ハード 公共

800 15,200 16,000 800 15,200 16,000

継続 ハード 公共

2,024 1,461 3,485 459 459 459 459

継続 ハード

47,500 5,000 52,500 40,500 4,500 45,000

継続 ハード

238
森林再生プロジェクト事業

水
産
林
務
課

市長公約

主伐や間伐による木材の搬出・集荷・供給のしくみの構築及び植林・育林・除伐・間伐・主伐の森林施業サイクルの復活により、働く場の確保と林業従事者の所得向上を図り、林業振興と森林保全に寄与する。

240
水産業振興補助金事業

水
産
林
務
課

市長公約

　年々減少していた沿岸漁業の漁獲量が、つくり育てる漁業に取組んだ結果、横ばいに転じており、種苗放流はその中心となる事業である。さらに事業効果を高めるために、沿岸での定着性が高く、販売価格も
高い種苗を放流する取組みに対し、補助金を交付する。

242
離島漁業再生支援交付金事
業

水
産
林
務
課

市長公約

　離島にとって基幹的産業である漁業の再生・発展のため、種苗放流や漁場の管理・改善などにより地域資源の生産力を向上させるとともに、離島の特性を活かした水産物の高付加価値化などの実践的な取
り組みを支援する。漁業の再生・発展が現実化することにより、漁家所得が向上し、後継者不足の対策にもつながる。

244
水産多面的機能発揮対策事
業

水
産
林
務
課

市長公約

資源の持続と進化を図るため、水域の監視や藻場の保全などの活動を支援し、魚介類の産卵や成長を促すとともに環境の保全と豊かな食を守る。

246
農業用ため池ハザードマップ
整備事業

農
地
政
策
課

市長公約

近年の豪雨や大規模地震等により多くのため池が被災し、大きな被害が生じていることを踏まえ、決壊した場合の影響度が大きいため池については、ハザードマップを作成し公表する必要がある。

248
大塚溜池整備事業

農
地
政
策
課

市長公約

農業用ため池の改修を行い、農用地、農業用施設の災害の発生を未然に防止し、農業生産の維持及び農業経営の安定を図り、また、ため池周辺の住民生活及び施設が安全に利用できるようにする。

250
多面的機能支払交付金事業

農
地
政
策
課

市長公約

近年の農業は、農村の高齢化や混住化が進行し、農地や農業用排等の資源をこれまでのように地域で適切に保全管理していくことが困難になってきている。そこで、地域住民が一体となって農地や農業用水
路等の資源を保全管理していくための組織を設置し、資源の保全活動を支援する。

252
農村環境整備事業

農
地
政
策
課

市長公約

農村生活環境改善のために、ため池及び農業用用排水路等の整備改善を行う。

254
農業施設整備市単独事業

農
地
政
策
課

市長公約

１．水路関連施設の老朽化や破損に伴い、地元受益者より修繕や改良の要望があり、それらの改善を行う。
２．農業生産者の高齢化や、近年の集中豪雨に対し安全に作業が出来るように、板堰の改良を行う。

256
市営土地改良事業

農
地
政
策
課

市長公約

農業用用排水路の改良、ため池の改修、井堰等の修繕について計画的な整備と維持管理によって、農業生産基盤の安定を図る。

258
排水機場遊水池浚渫事業

農
地
政
策
課

市長公約

排水機場遊水池に堆積した土砂を浚渫し、排水機場の排水能力の確保を行う。
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国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

2,200 2,200

総合戦略

継続 ソフト

3,525 3,525

継続 ソフト

45,000 45,000

総合戦略

継続 ハード

28,420 14,214 42,634 23,300 11,650 34,950

総合戦略

継続 ハード

21,000 11,000 11,000 43,000 21,000 11,000 11,000 43,000

総合戦略

継続 ソフト

施策2.農林水産物のブランド強化

1,800 1,800

総合戦略

継続 ソフト

施策3.担い手育成

68,500 1,946 70,446 83,500 1,946 85,446

総合戦略

継続 ソフト

4,000 2,000 2,000 8,000 4,000 2,000 2,000 8,000

継続 ソフト

政策2.地域経済の活性化

施策1.未来を担う企業の創出と育成

2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

新規 ソフト

10,000 10,000 10,000 10,000

総合戦略

継続 ソフト

260
耕作放棄地対策事業

農
地
政
策
課

市長公約

耕作放棄地の再生利用を促進するとともに、耕作放棄地の発生を抑制することにより、食料の生産基盤である農地の有効活用を図る

262
農業振興地域整備計画策定
事業

農
業
振
興
課

農業振興地域の整備に関する法律第12条の２及び第13条により農業振興地域整備計画に関する基礎調査及び農業振興地域整備計画の変更に伴う業務を行うことで、農業の健全な発展を図るとともに、資源
の合理的な利用に寄与する。

264
農業経営持続化支援事業

農
業
振
興
課

市長公約

 活力ある糸島農業を持続させるため、小規模農家、高齢農家等を含む農業者の生産コスト削減の支援や農業に係る課題解決の調査・研究等の支援を行い、 農業者の所得の向上、規模拡大、営農継続につ
なげ、糸島農業の担い手確保と耕作放棄地の発生防止を図る。

266
水田農業担い手機械導入支
援事業

農
業
振
興
課

市長公約

　売れる米・麦・大豆づくりと併せ、生産コストの低減に積極的に取り組む担い手を育成するとともに、地域農業の担い手としてその経営の安定を図る。

268
中山間地域等直接支払事業

農
業
振
興
課

市長公約

農業の多面的機能の維持・発揮のため、中山間地域等の条件不利地域（傾斜地等）と平地とのコスト差（生産費の差額相当分）を支援する。

270
直売所活性化事業

農
業
振
興
課

市長公約

糸島産農林水産物の情報発信・販売拠点である直売所の機能向上と活性化とともに、生産者の所得向上を図る。直売所ネットワーク会議で直売所間の連携を進め、連携事業による売上の相乗効果を図る。

272
新規就農者育成総合対策事
業

農
業
振
興
課

市長公約

新規就農人材の一層の確保と定着を図るため、経営開始資金を交付するとともに、就農後の経営発展のための機械・施設等の導入を支援する。

274
環境保全型農業直接支払事
業

農
業
振
興
課

市長公約

化学肥料･農薬の低減に加え、緑肥の作付、堆肥の施用などに取り組む農業者で組織する団体への直接支援により、温暖化防止や生物の生育環境保全の促進を図る。

276
経営強化専門家活用事業

商
工
振
興
課

長期化する新型コロナウイルス感染症の影響や、世界情勢の不安による物価高騰等による厳しい経営環境の中、国や県等の補助金や助成金を活用し、経営の改善・強化を図ろうとする意欲ある商工業者を、
専門家による申請サポートを受ける場合の費用の一部を補助することで支援する。

278
経営革新事業者補助事業

商
工
振
興
課

市長公約

経営革新へのチャレンジ意欲がある中小企業者に補助することで、経営力向上を図るとともに、市内農林水産物の活用促進による市内経済の好循環を図る。
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国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

施策2.域内経済循環の推進

10,692 10,692 9,602 9,602 4,837 4,837

新規 ソフト

4,282 4,282

総合戦略

継続 ソフト

550,000 550,000 550,000 550,000 550,000 550,000

継続 ソフト

2,000 18,000 20,000

継続 ソフト

政策3.観光の成長産業化

施策1.地域資源を生かした観光の振興

5,710 5,710 3,897 3,897

総合戦略

新規 ソフト

5,320 5,320 3,720 3,720 3,720 3,720

継続 ソフト

10,098 10,098 10,098 10,098

総合戦略

継続 ソフト

1,107 1,107

総合戦略

継続 ソフト

280
糸島産品海外販路開拓事業

ブ

ラ

ン

ド

政

策

課

市長公約

海外への販路開拓とインバウンドを想定した観光プロモーションを実施することにより、生産者の所得向上及び海外における糸島のブランド力向上を図る。

282
マーケティング推進事業

ブ

ラ

ン

ド

政

策

課

市長公約

市内事業者が、高まった糸島認知をビジネスチャンスとして生かす基盤を強化するため、マーケティング手法の実践モデルを展開する。

284
ふるさと応援寄附推進事業
（返礼品分）

企
画
秘
書
課

市長公約

ふるさと納税制度を活用し、返礼品の購入を通じて、市内経済の活性化を図る。

286
にぎわい回復チャレンジ補助
事業

商
工
振
興
課

市長公約

長期化する新型コロナウイルス感染症の影響や、世界情勢の不安による物価高騰等により、地域経済が低迷する中、消費を喚起する商工業者の取り組みを支援し、地域経済の回復を図る。

288
第３次糸島市観光振興基本計
画策定事業

ブ

ラ

ン

ド

政

策

課

　「観光」を本市における基幹産業の柱とし、総合計画にも掲げている「経済活性化（稼ぐ）」＝実利に繋げていくため、第３次観光振興計画基本計画の策定を行う。併せて、観光振興行動計画（ソフト事業部分の
み）として、ＤＭＯ戦略を策定する。また、基礎調査は、計画の基礎資料として活用するが、ＤＭＯ戦略資料としても活用を行なうとともに、分析方法や、戦略策定のノウハウを観光協会の職員が学び、ＤＭＯの組
織強化に繋げ、観光のまちづくりを推進する。

290
いとしまブランド推進事業（広
告掲載等事業）

ブ

ラ

ン

ド

政

策

課

市長公約

観光入込客数や交流人口、定住希望者の拡大のため、雑誌・テレビ等の取材を誘導し、全国での糸島市の認知度の向上とブランド糸島の確立を図る。

292
観光案内・情報発信業務委託
事業

ブ

ラ

ン

ド

政

策

課

市長公約

観光情報の収集・発信・窓口案内・メディア対応等を戦略的、一元的に行うことで、最新の観光情報を効果的に発信し、観光誘客の強化、観光客の周遊促進、観光満足度向上を目指す。

294
着地型旅行商品造成事業

ブ

ラ

ン

ド

政

策

課

市長公約

着地型旅行商品の素材を造成、集約化し、旅行業者などのマッチングを行い、市内観光事業所へ送客する仕組みを構築する。
この仕組みを構築することで、稼ぐ受け皿づくり、観光消費額の増加、ＤＭＯ(観光協会)を軸とした送客・回遊・消費を促す推進体制を確立する。
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国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

基本目標6.快適で住みよいまちづくり

政策1.都市機能の充実

施策1.良好な住環境の創出と都市的土地利用の促進

14,895 14,895 8,917 8,917 17,007 17,007

継続 ハード

3,010 3,010 17,970 17,970

新規 ハード

2,227 2,723 4,950

新規 ソフト

48,300 43,400 5,965 97,665 72,690 65,400 10,355 148,445

継続 ハード

28,984 44,777 73,761

継続 ハード 公共

4,070 4,070

新規 ソフト

2,000 2,600 1,000 5,600 2,000 2,600 1,000 5,600 2,000 2,600 1,000 5,600

継続 ソフト

2,592 1,296 1,297 5,185 2,592 1,296 1,297 5,185

継続 ソフト

1,800 900 900 3,600

継続 ソフト

施策2.快適な公園の整備

12,000 232,500 156,290 400,790

継続 ハード 公共

314
運動公園整備事業

生
涯
学
習
課

都
市
施
設
課

市長公約

運動機能、交流機能、防災機能を備えた運動公園を整備し、都市機能の充実及び生涯学習機会の充実を図ることで、多くの市民の満足度を向上させる。また、防災拠点となる多目的体育館、広場、災害備蓄
庫などの施設整備を行うことで、市民の生命、財産を守る体制を強化する。

310
がけ地近接等危険住宅移転
事業

都
市
計
画
課

土砂災害から市民の生命、身体及び財産を守る

312
ブロック塀等撤去促進事業

都
市
計
画
課

災害時における通学路や避難路等の安全性を確保するため、地震による倒壊の可能性が高いブロック塀等の撤去を促進する。

306
歩行者量調査事業

都
市
計
画
課

筑前前原駅周辺の中心市街地では、歩道のバリアフリー化や公園再整備などの都市再生整備計画をR5までに策定し、賑わい創出及び活性化を目指す。当該業務は都市再生整備計画の評価指標となる歩行
者量の現状を把握するもの。計画に基づく事業の実施により、良好な住環境が創出される。

308
木造戸建て住宅性能向上改
修促進事業

都
市
計
画
課

木造戸建て住宅の性能向上（耐震改修、省エネ化）、基準を満たさない住宅の除却に要する費用の一部を補助することにより、その実施を促進し、もって震災に強く、省エネのまちづくりに資することを目的とす
る。

糸島市営住宅長寿命化計画の計画期間が、平成35年度（令和５年度）で満了するため、改定を行う。

302
新開桂木線ほか１路線整備事
業

都
市
施
設
課

市長公約

１　学術研究都市としての基盤整備　　　２　移住・定住人口の受皿づくり　　　３　税収増加　　　４　九州大学、関係企業従事者等への魅力ある住宅地提供

304
市営住宅岸田団地改修事業

都
市
施
設
課

安全で快適な住まいを長期にわたって確保するため、市営住宅を改修することにより、長期的な維持管理の実現に資することを目的とする。

296
住居表示整備事業 市

民
課

住居表示の実施により住所をわかりやすくすることで、緊急車両等がスムーズに目的地に到達でき、また、郵便物の誤配達等を防ぐことで、市民生活の利便性の向上を図る。

298
大塚溜池周遊路整備事業

都
市
施
設
課

市長公約

九州大学学術研究都市の基盤整備が進む泊地区において、大塚溜池北側の周遊路を整備することで、泊カツラギ地区及び糸島市泊土地区画整理事業により形成される大学門前町に憩いの場を創出し、住
環境の向上を図る。

300
市営住宅長寿命化計画策定
事業

都
市
施
設
課
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国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

1,928 1,928 1,928 1,928

継続 ソフト

7,000 7,000

継続 ハード 公共

16,000 16,000 16,000 16,000 20,000 20,000

継続 ハード

政策2.交通環境の充実

施策1.公共交通網の充実

(23,300) (15,400) (38,700) (29,550) (17,900) (47,450) (30,300) (18,400) (48,700)
120,696 120,696 128,010 128,010 130,974 130,974

総合戦略

継続 ソフト

110 10,231 10,341 450 6,072 6,522 560 6,012 6,572

継続 ソフト

政策3.道路などの整備

施策1.都市の骨格となる道路ネットワークの整備

3,300 2,900 615 6,815 3,300 2,900 615 6,815

新規 ハード

12,000 10,800 2,300 25,100

継続 ハード 公共

30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

継続 ハード 公共

52,533 47,200 7,033 106,766

継続 ハード 公共

23,750 21,300 2,850 47,900 35,000 31,500 4,600 71,100 33,500 30,100 4,500 68,100

継続 ハード

316
公園遊具点検事業

都
市
施
設
課

市長公約

公園遊具は、子どもたちの健全育成において必要なものであり、未然に事故を防止し、継続的に遊具の安全を確保していく必要がある。また、都市公園法施行規則第３条の２の規定に年1回の頻度で行うことを
基本とされており、安全で安心な施設を提供するため遊具の点検を実施するものである。

318
公園遊具設置事業

都
市
施
設
課

市長公約

駐車場やトイレ等の施設が整った地域（中学校区）での拠点的な公園に、地域のニーズに応じた遊具の設置を行う。

320
子育て環境遊具設置事業

都
市
施
設
課

市長公約

市の人口は、増加傾向にあり、特に市外からの子育て世代の転入が増加している。子育て世代や地域からは、乳幼児や小学校就学前までの子ども達が遊べる遊具の設置要望が数多く寄せられている。そこで
市長公約であるワンランク上の安心づくりや豊かさづくり実現のため子育て環境応援遊具を設置するもの。なお、設置にあたっては、地域や子育て世代の意見を取り入れて、遊具の種類や設置する公園を決定
する。

322
地方バス路線運行事業

コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

推
進
課

市長公約

「糸島市地域公共交通計画」の事業計画に基づき、市内のバス交通を整備充実することによって、市民の生活交通手段の確保や交通不便地域の縮減等を図る。

324
自主運行バス事業

コ
ミ

ュ
ニ
テ

ィ

推
進
課

市長公約

「糸島市地域公共交通計画」の事業計画に基づき、校区と協働によるバス運行により、市民の生活交通手段の確保や交通不便地域の縮減等を図る。

326
波多江泊線市道付替整備事
業

建
設
課

県営事業である波多江泊線整備事業に伴い、市道西沖中町線が一部の区間利用出来なくなるため、その補償として市道を付け替えるものである。

328
前原潤線整備事業 建

設
課

市長公約

当該道路は、クランク箇所がある狭小道路であるが、国道202号の迂回路線として交通量が多い路線となっている。通学路でもあるため、道路拡幅を行い歩行者の安全性及び車両の利便性の向上を図る。

330
市単独道路整備事業（新設改
良）

建
設
課

市長公約

市内各地区の生活道路で、舗装や道路側溝設置などの道路改良を行い、生活道路の利便性の向上や安全確保、事故防止のため総合的な整備を実施する。

332
浦志有田線整備事業 建

設
課

市長公約

当該道路は、国道202号線今宿道路、一般県道雷山前原線及び糸島高校前駅南口を結ぶ重要な幹線道路であるため、道路改良及び歩道整備をすることで利用者の利便性及び安全性の向上を図る。

334
（仮称）岐志芥屋３号線整備事
業

建
設
課

市長公約

観光客の増加と併せて大型バス通行に対応し、地域住民の安全確保と円滑な交通を実現するため、主要地方道福岡志摩前原線から港橋を結ぶバイパス道路を新設する。
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国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

8,000 7,200 1,900 17,100 17,600 12,900 4,600 35,100

継続 ハード

施策2.道路などの安全対策とバリアフリー化

9,480 9,480

継続 ハード

24,750 18,200 3,250 46,200

継続 ハード 公共

50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

継続 ハード 公共

10,000 9,000 1,600 20,600 10,000 9,000 1,600 20,600

新規 ハード 公共

17,600 12,900 2,700 33,200

継続 ハード 公共

1,460 12,100 2,540 16,100 7,500 6,700 1,900 16,100

継続 ハード 公共

33,000 20,200 1,130 7,270 61,600 33,000 20,200 8,400 61,600 33,000 20,200 8,400 61,600

継続 ハード 公共

36,100 4,064 40,164

継続 ハード 公共

8,380 8,380

継続 ハード

施策3.道路・橋の長寿命化

121,990 78,600 24,910 225,500 40,700 21,400 15,100 77,200 69,795 39,600 20,705 130,100

継続 ハード 公共

336
（仮称）鹿家駅停車場線整備
事業

建
設
課

市長公約

鹿家駅へのアクセス道路を新設し、地域住民の安全を確保する。

338
新庁舎周辺環境整備事業（西
町公園線整備事業）

建
設
課

防災機能の強化や市民サービスの向上を目指すため、新庁舎を現丸田公園に建設する。これを機に隣接する墓地を庁舎敷地として整理することにより、新庁舎の周辺環境を一体的に整備するもの。

340
加布里停車場線歩道設置事
業

建
設
課

市長公約

当該箇所は、加布里小学校の通学路や加布里駅への通勤経路であるが、車両の交通量が多い中、歩道が整備されていないため、歩行者の利便性及び安全性を図る。

342
市単独道路整備事業（維持補
修）

建
設
課

市内各地区の生活道路で老朽化した舗装、道路側溝の維持補修を行い、道路の安全確保、事故防止のため整備を実施する。

344
前原駅筒井原線他２路線道路
空間再生事業

建
設
課

市長公約

当該道路は、歩道幅員が狭く、高低差もあり歩行者にとって利用が困難であることから、歩道幅員を拡幅及びバリアフリー化することで、歩行空間にゆとりを持たせ、歩きやすい歩行空間を創出する。

346
雷山線整備事業 建

設
課

市長公約

運動公園予定地前の歩道が狭く、通学路の安全性が確保されていなため、運動公園予定地側に道路用地を広げ歩道を整備する。

348
田出浦線整備事業 建

設
課

市長公約

当該道路は最小幅員W=2.4ｍの箇所がある市道で、緊急車両の通行がしづらいため、狭あい道路整備事業によりW=4.0ｍの車道を確保し市民の安全安心な暮らしを確保する。

350
自転車通行空間整備事業（社
交金分）

建
設
課

市長公約

自転車ネットワーク路線を整備し、啓発・交通安全教育の場として、学校や駅など市民が多く集まるエリアに路面標示することにより、歩行者及び自転車利用者の安全確保を行い交通事故防止を図る。

352
筑前前原駅南北トイレ改修事
業

都
市
施
設
課

市長公約

筑前前原駅の南北トイレは、駅の整備とあわせて平成11年度に整備され、洋式化されていない。市都市計画マスタープランにおいては、筑前前原駅周辺を広域拠点として位置づけており、当駅は市の玄関口
である。障害の有無、年齢、性別、人種等に関わらず多様な人々が利用しやすいように環境整備するためユニバーサルデザインによる改修を実施するもの。

354
大入駅バリアフリー化推進事
業

都
市
施
設
課

市長公約

大入駅は上下列車のほとんどが１番線のホームを使用しており、跨線橋を渡る２番線のホームは一部列車交換時のみ使用されている。１番線ホームの出入口には段差があるため、誰もがホームに乗り入れら
れるようになっていない。そこで、隣接する市道を嵩上げし、車イスなどでホームに乗り入れられるように整備し、誰もが快適で安全安心な施設の環境整備を実施するもの。

356
橋梁長寿命化修繕事業 建

設
課

糸島市公共施設等総合計画の個別施設計画に計上されており、老朽化する橋梁を計画的に点検、修繕、架替を実施し、統廃合も併せて検討を行い、維持管理費長の削減及び道路網の安全かつ信頼性を確
保する。
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国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

政策5.環境の保全

施策1.豊かな自然環境の保全

(10,500) (1,312) (11,812) (10,500) (1,312) (11,812) (10,500) (1,312) (11,812)
596 2,190 2,786 596 2,190 2,786 596 2,190 2,786

継続 ソフト

施策2.再生可能エネルギーの推進と循環型社会の形成

11,800 1,386 13,186 19,100 2,203 21,303

継続 ハード

53,000 78,060 131,060 131,060 131,060 135,060 135,060

新規 ハード

5,000 5,000

総合戦略

新規 ソフト

5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

総合戦略

継続 ソフト

112,367 112,367 108,817 108,817 96,786 3,596 100,382

総合戦略

継続 ソフト

基本目標7.行政経営戦略

政策1.政策推進マネジメント

施策1.行政改革の推進

4,402 4,402

継続 ソフト

19,040 19,040 19,040 19,040 19,040 19,040

新規 ソフト

1,687 57,435 59,122 6,768 230,493 237,261 6,859 233,595 240,454

新規 ソフト

378
森林・山村多面的機能発揮対
策事業

水
産
林
務
課

市長公約

林業の不振、山村地域の過疎化・高齢化により森林の手入れを行う地域住民が減少し、適正な森林整備等が行われていない箇所がみられており、地域住民による森林の保全管理活動等の取り組みを支援す
る。

380
庁舎等照明機器改修事業

公

共

施

設

管

理

課

糸島市庁舎等内の照明器具を取替え、省エネ、節電、二酸化炭素排出量の削減等の環境保全方策を市が率先垂範して実施するすることを市内外へPRする。

382
クリーンセンター埋立飛灰再
資源化処理事業

環
境
政
策
課

糸島市クリーンセンター施設稼働期間延長の際に、地元行政区と締結した覚書の履行のため、最終処分場の埋立飛灰の再資源化処理を実施するもの。

384
カーボンニュートラル推進事業

環
境
政
策
課

市長公約

再エネ導入目標や将来ビジョンを示した「糸島市地域再エネ導入戦略（ロードマップ）」に基づき、おおむね５年以内に実施する短期的施策の進行等の支援を委託し、地域脱炭素を確実に進める。

386
創エネルギーのまち・いとしま
推進事業

環
境
政
策
課

市長公約

地球温暖化防止やエネルギーの地産地消による地域活性化を目的に「第２次糸島市環境基本計画（令和3年3月策定）の目標達成のため、再生可能エネルギーの自家消費を促し、家庭部門から出るCO2排出
量を削減する。

388
脱炭素推進重点対策加速化
事業

環
境
政
策
課

市長公約

第２次糸島市環境基本計画及び糸島市地域再生可能エネルギー導入戦略の目標を達成するため、個人住宅への太陽光発電設備等の設置補助を行うほか、公共施設への太陽光発電設備設置を図る。

390
人口推計等調査事業

企
画
秘
書
課

　第２次糸島市長期総合計画基本構想で設定した将来人口の達成に向けた展望と、人口増加が今後のまちづくりに与える影響等を調査し、課題等に対応していくことで、まちの将来像の実現に向けた取組を
一層加速させることを目的とする。

392
マイナンバーカード出張申請
業務委託事業

市
民
課

市長公約

マイナンバーカードの申請の機会を増加し、カードの交付促進を図る。

394
総合窓口業務委託事業 市

民
課

市長公約

市民サービスの根幹である窓口でのサービスを外部委託することにより、最小のコストで最大の成果を発揮し、質の高い安定したサービスを提供することを目的とする。

24



国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

15,811 3,128 18,939 13,356 7,583 20,939 1,405 18,770 20,175

継続 ソフト

26,829 26,829

継続 ソフト

264 264 264 264
9,203 9,203

継続 ハード

施策2.効果的な組織づくりと経営感覚を持った職員の育成

35,508 35,508 21,967 21,967

新規 ソフト

施策3.民間事業者や大学との連携した課題解決

2,304 2,304 3,456 3,456

新規 ソフト

10,015 10,015

総合戦略

継続 ソフト

政策2.財務マネジメント

施策1.自主財源の確保

531,522 531,522 545,412 545,412 550,042 550,042

継続 ソフト

政策3.公共施設マネジメント

施策1.公共施設の長寿命化と最適な配置

12,925 12,925

新規 ハード 公共

2,900 427 3,327 39,400 4,423 43,823

新規 ハード 公共

410
雷山旧スキー場山小屋廃止
事業

ブ

ラ

ン

ド

政

策

課

（
公

共

施

設

管

理

課

）

糸島市公共施設等総合管理計画個別施設計画に基づき、施設の解体を行う。

396
システム標準化・共通化対応
支援事業

情
報
政
策
課

市長公約

国が示す方針に基づき、令和７年度末までに基幹系主要業務システムの標準化・共通化を完了する。

398
手続きサービス改善事業

情
報
政
策
課

市長公約

新型コロナウィルス感染拡大防止及び新しい生活様式における市民ニーズへの対応。新庁舎建設によって可能になる市民サービスの向上

400
非接触型ICカード職員証導入
事業

総
務
課

　非接触型ICカード職員証を導入し、新庁舎に導入予定の電子錠等の機能に対応することにより、セキュリティー強化を図るとともに、出退勤システムと連動させ、事務の効率化を図る。

402
道路台帳図電子化事業 建

設
課

道路台帳図を電子化することにより、糸島市Webマップ等を活用し、多くの市民が道路台帳図の活用することで、窓口対応が減少し、職員の事務の軽減が図れる。また、多くの市民の利便性を図る。

404
企業版ふるさと納税推進事業

企
画
秘
書
課

市長公約

多様化する地域課題の解決を図るため、民間の資金、ノウハウを生かした公民連携による効果的で質の高い事業を展開していくことを目的として、企業版ふるさと納税を推進する。

406
協定締結大学等連携事業

学
研
都
市

づ
く
り
課

市長公約

本市と連携協定を締結している九州大学、中村学園大学・中村学園大学短期大学部、西南学院大学、福岡医療専門学校、相模女子大学・相模女子大学短期大学部の持つ知的資源を活用し、本市の地域資
源の掘り起し及び地域課題・行政課題の解決を図る。

408
ふるさと応援寄附推進事業
（返礼品以外分）

企
画
秘
書
課

市長公約

ふるさと納税制度を活用し、糸島市外からの寄附によって自主財源を確保する。

412
人権センター解体事業

人
権
・
男
女
共

同
参
画
推
進
課

（
公

共

施

設

管

理

課

）

糸島市公共施設等総合管理計画に定めた公共施設等の質・量・コストの最適化を行うため。
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国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

1,400 220 1,620 39,500 4,456 43,956

新規 ハード 公共

【585】 【585】
25,795 25,795

継続 ハード 公共

45,500 2,866,400 1,046,822 3,958,722 19,200 65,100 130,915 215,215

継続 ハード 公共

17,200 1,950 19,150 103,620 339,500 37,730 480,850

継続 ハード 公共

32,800 3,674 36,474 8,400 11,300 1,300 21,000

継続 ハード

60,280 60,280

新規 ハード 公共

373,700 41,550 415,250

新規 ハード

7,279 7,279

新規 ハード 公共

30,100 6,236 36,336

新規 ハード 公共

600 170 770 6,200 727 6,927

総合戦略

新規 ハード 公共

重点課題プロジェクト

市民一人ひとりの防災力が高いまち”いとしま”プロジェクト

3,425 3,425

総合戦略

継続 ソフト

430
曽根体育館解体整備事業

生
涯
学
習
課

(

公

共

施

設

管

理

課

)

公共施設等の最適化を図るため、第１期アクションプランに基づき、老朽化が進んだ曽根体育館を解体する。

生
涯
学
習
課

（
公

共

施

設

管

理

課

）

公共施設等の最適化を図るため、第１期アクションプランに基づき、不用かつ老朽化が進んだ旧糸島地区自治会館を解体する。

414
男女共同参画センターラポー
ル解体事業

人
権
・
男
女
共

同
参
画
推
進
課

（
公

共

施

設

管

理

課

）

糸島市公共施設等総合管理計画に定めた公共施設等の質・量・コストの最適化を行うため

416
あごら中央監視システム改修
事業

介

護

・

高

齢

者

支

援

課

（
公

共

施

設

管

理

課

）

保健・福祉事業の拠点施設である、あごらの予防保全を適切に行うことにより、利用者への重大な被害が及ぶことを防止する。

418
新庁舎整備事業

公

共

施

設

管

理

課

市長公約

老朽化や狭隘化などの様々な課題を有する現庁舎を建替えて、新庁舎を整備することにより、防災機能の強化や市民サービスの向上を目指す。

420
庁舎新館大規模改修事業

公

共

施

設

管

理

課

市長公約

　新庁舎整備後、現在の市役所新館を大規模改修し、市内に点在する公共施設を集約・複合する。それにより、各種の市民ニーズにワン・ストップで対応できるなど、市民の利便性向上と公共施設の最適な配
置の実現を目的とする。

422
新庁舎周辺環境整備事業

公

共

施

設

管

理

課

防災機能の強化や市民サービスの向上を目指すため、新庁舎を現丸田公園に建設する。これを機に隣接する墓地を庁舎敷地として整理することにより、新庁舎の周辺環境を一体的に整備するもの。

424
火葬場維持管理事業

環
境
政
策
課

空調設備の更新により施設内環境がより改善され、市民満足度を向上させる。また、稼働から20年以上が経過した既設空調設備は劣化が著しく、応急対応が可能な規模でないため、計画的な更新により円滑
な火葬業務の継続を図る。

426
糸島市クリーンセンター設備
改修事業

環
境
政
策
課

Ｈ２６年～Ｈ２８年度にかけて、基幹的設備の大規模改修工事を実施し、Ｒ７年で改修後概ね１０年を迎えることから、施設の目標年度であるＲ１６年度まで稼働を継続させるため、老朽化している施設（設備）の
改修工事を実施するもの。

428
前原書庫解体事業 総

務
課

（
公

共

施

設

管

理

課

）

保管する文書を移動して前原書庫を解体する。

434
防災マイスター育成事業(防災
マイスター分）（重プロ）

危
機
管
理
課

市長公約

地域で主導的に防災に取り組み、避難行動や訓練などで活躍する中心的な人材を育成し、地域の防災力を高める。

432
旧糸島地区自治会館解体整
備事業
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国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

1,250 1,250 2,500 1,250 1,250 2,500 1,250 1,250 2,500

総合戦略

継続 ソフト

4,203 4,203

総合戦略

継続 ソフト

“糸島しごと”のブランド化プロジェクト

2,240 2,240

総合戦略

継続 ソフト

6,758 6,758 6,758 6,758

総合戦略

継続 ソフト

1,080 1,080 1,080 1,080 1,080 1,080

総合戦略

継続 ソフト

“糸島サイエンス・ヴィレッジ”実現化プロジェクト

6,861 6,861 14,000 861 14,861 861 861

総合戦略

継続 ソフト

元気な高齢者が地域で活躍し、暮らせるまちプロジェクト

5,233 5,233 5,233 5,233

継続 ソフト

1,137,609 346,937 4,714,800 3,139,037 1,639,451 10,977,834 1,133,154 221,084 1,464,000 259,669 2,935,272 6,013,179 556,518 41,136 1,847,400 54,253 2,749,539 5,248,846一般会計　合計

市長公約

　防災教育の実施により、子どものころから防災・減災の意識・行動力を高め、保護者や地域にも広げる。

440
テレワーク推進事業（多様な
働き方分）（重プロ）

ブ

ラ

ン

ド

政

策

課

市長公約

テレワークの普及・啓発を行い新しい働き方を推進することで、雇用創出・雇用機会の拡大を図り、人材発掘や労働力の確保を行うとともに、実践者の魅力的な暮らし方を発信するなど“糸島しごと”のブランド
化を図ることで、市の魅力向上を目指す。

436
地区防災計画作成事業（協働
訓練分）（重プロ）

危
機
管
理
課

市長公約

行政区単位で地区防災計画を作成し、災害時の避難行動を理解する。

446
糸島サイエンス・ヴィレッジ実
現化事業（重プロ）

学
研
都
市

づ
く
り
課

市長公約

さまざまな分野の企業・研究者や学校などが集積し、イノベーションや新産業が生まれ、地域と大学の学生・教職員などが活発に交流する真の学術研究都市の構築。

448

シニアマッチングサービス事
業(マッチンサービス分)(重プ
ロ)

介
護
・
高
齢
者

支
援
課

市長公約

○元気な高齢者の活躍の場を提供できる団体・組織と活動を希望する高齢者のマッチング機能強化。
○高齢者が地域で活躍できるシステムの構築により、健康づくりや生きがいづくり活動を活性化させ、健康寿命の延伸を図る。

442
新規起業者応援事業（起業支
援制度分）（重プロ）

商
工
振
興
課

新たに市内で起業を希望する者（一般、学生）に、関係機関の様々なサポートを行い、起業に結び付け、新たな活力を地域に呼び込む。

444
中学生起業家教育推進事業
（起業家教育分）（重プロ）

学
校
教
育
課

市長公約

　生徒の進路への関心・意欲を高めるとともに、これからの時代を生きていくために必要なチャレンジ精神、創造性、探究心、プレゼンテーション力・コミュニケーション力等を育成する。

438
防災教育推進事業（防災教育
分）（重プロ）

危
機
管
理
課
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※特色の説明　　■市長公約：公約実現化プラン掲載事業　　■総合戦略：まち・ひと・しごと創生糸島市総合戦略掲載事業　　■公共：公共施設等総合管理計画第１期アクションプラン掲載事業

※事業費の説明　斜体はランニングコスト、（　）は市の会計を通さない財源、【　】は繰越費

◆国民健康保険事業特別会計

国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

基本目標7.行政経営戦略

政策1.政策推進マネジメント

施策1.行政改革の推進

5,762 5,762 23,124 23,124 23,436 23,436

新規 ソフト

0 0 0 5,762 0 5,762 0 0 0 23,124 0 23,124 0 0 0 23,436 0 23,436

◆介護保険事業特別会計

国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

基本目標4.健康で安心して暮らせるまちづくり

政策3.支援を必要とする人たちへの福祉の充実

施策1.高齢者の社会参加支援

485 242 766 447 1,940

総合戦略

継続 ソフト

施策2.高齢者の介護予防と自立した生活の支援

4,894 4,894

新規 ソフト

1,250 1,250 1,625 1,625 2,000 2,000

新規 ソフト

925 462 1,462 851 3,700

継続 ソフト

1,410 704 0 7,122 2,548 11,784 0 0 0 0 1,625 1,625 0 0 0 0 2,000 2,000

◆後期高齢者医療特別会計

国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

基本目標7.行政経営戦略

政策1.政策推進マネジメント

施策1.行政改革の推進

2,302 2,302 9,241 9,241 9,365 9,365

新規 ソフト

0 0 0 2,302 0 2,302 0 0 0 9,241 0 9,241 0 0 0 9,365 0 9,365後期高齢者医療特別会計　合計

394
総合窓口業務委託事業 市

民
課

(

国

保

年

金

課

)

市長公約

市民サービスの根幹である窓口でのサービスを外部委託することにより、最小のコストで最大の成果を発揮し、質の高い安定したサービスを提供することを目的とする。

【単位：千円】

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

国民健康保険事業特別会計　合計

394
総合窓口業務委託事業 市

民
課

(

国

保

年

金

課

)

市長公約

市民サービスの根幹である窓口でのサービスを外部委託することにより、最小のコストで最大の成果を発揮し、質の高い安定したサービスを提供することを目的とする。

【単位：千円】

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

220
フレイル予防評価事業

介
護
・
高
齢

者
支
援
課

市長公約

①PDCAサイクルに沿った事業の推進　　②高齢者のフレイル（虚弱）予防
③早期介入による高齢者の自立期間の延長及びQOLの向上　　④要介護認定者の伸びの緩和による社会保障費の抑制

○介護保険法第１１７条に基づき作成するもの
○令和６年度から８年度までの第９期介護保険事業計画における介護サービス量を見込み、介護保険料を設定する
○施設等の必要性を判断し、介護保険施設整備計画の基礎資料とする

218
介護職員資格取得等支援事
業

介
護
・
高
齢

者
支
援
課

　市内介護サービス事業所に介護職として勤務している（勤務予定の）者で、「介護職員初任者研修」、「介護福祉士実務者研修」の研修修了または「介護福祉士」の資格登録後に市内介護サービス事業所で継
続して勤務する場合を対象に、資格取得に係る受講料等の費用の一部を補助することにより、就職後の経済的支援を行い、介護職の確保、定着を図る。

216
高齢者保健福祉計画・介護保
険事業計画策定事業

介
護
・
高
齢

者
支
援
課

214
シニアクラブ元気化事業

介
護
・
高
齢

者
支
援
課

市長公約

○高齢者の生きがいづくり、仲間づくり
○サークル活動の推進による地域活動の維持
○糸島市シニアクラブ連合会の組織強化

介護保険事業特別会計　合計

令和５年度～令和７年度　糸島市実施計画事業一覧表

【単位：千円】

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計
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※特色の説明　　■市長公約：公約実現化プラン掲載事業　　■総合戦略：まち・ひと・しごと創生糸島市総合戦略掲載事業　　■公共：公共施設等総合管理計画第１期アクションプラン掲載事業

※事業費の説明　斜体はランニングコスト、（　）は市の会計を通さない財源、【　】は繰越費

◆公営企業会計（水道事業会計）

国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

基本目標6.快適で住みよいまちづくり

政策4.上下水道の整備

施策1.安全で安定的な水の供給

37,120 37,120 33,000 33,000 45,100 45,100

継続 ハード 公共

13,607 50,400 16,800 14,722 95,529 19,061 37,900 14,523 71,484 30,713 61,400 23,061 115,174

継続 ハード 公共

120,400 23,300 281,329 425,029 44,100 4,000 282,035 330,135 126,800 4,000 152,556 283,356

継続 ハード 公共

6,800 15,300 5,100 6,800 34,000 9,000 20,200 6,700 9,100 45,000 2,052 4,600 1,500 2,111 10,263

継続 ハード 公共

40,700 40,700 45,000 11,500 56,500 45,000 11,500 56,500

継続 ハード

9,982 22,500 7,000 40,165 79,647 23,259 62,600 53,684 139,543 28,093 75,600 71,947 175,640

継続 ハード 公共

30,389 0 208,600 52,200 420,836 712,025 51,320 0 209,800 10,700 403,842 675,662 60,858 0 313,400 5,500 306,275 686,033

　災害時等における救援活動の拠点となる、指定避難所（学校）での断水を回避するため、各配水池から指定避難所までの配水管を耐震化整備し、救援活動のための水道水を確保する。

配水施設整備事業（配水池耐
震化）

水
道
課

市長公約

　地震等の災害時においても水道水を確保するため、耐震補強等により、配水池の耐震化を行う。

第８次拡張事業 水
道
課

市長公約

　上水道普及率の向上を図るため、上水道施設の整備・拡充を図り水道水の安定供給を目指す。

368

358
原水施設更新事業 水

道
課

市長公約

重要給水施設配水管整備事
業（指定避難所）

水
道
課

市長公約

 老朽化した原水施設等の更新及び改良を行い、安全な水道水の安定供給を図る。

364

366

360
原水施設更新事業（基幹管路
耐震化）

水
道
課

市長公約

　水源地等から配水池までを結ぶ導水・送水管を耐震化することで、水道水の安定供給を図る。

362
配水施設整備事業 水

道
課

市長公約

　水道水の安定供給等のため、老朽化した配水施設・配水管の更新、配水管の増径、新設配水管を整備する。

公営企業会計（水道事業会計）　合計

令和５年度～令和７年度　糸島市実施計画事業一覧表

【単位：千円】

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

29



※特色の説明　　■市長公約：公約実現化プラン掲載事業　　■総合戦略：まち・ひと・しごと創生糸島市総合戦略掲載事業　　■公共：公共施設等総合管理計画第１期アクションプラン掲載事業

※事業費の説明　斜体はランニングコスト、（　）は市の会計を通さない財源、【　】は繰越費

◆公営企業会計（下水道事業会計）

国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

基本目標6.快適で住みよいまちづくり

政策4.上下水道の整備

施策2.地域の状況に適した下水道の整備

206,950 177,000 50 384,000 275,700 317,100 18,720 12,480 624,000 163,690 134,300 9,436 6,274 313,700

継続 ハード 公共

107,000 219,000 24,005 18,995 369,000 75,500 181,000 32,600 5,900 295,000 63,000 203,900 32,980 6,120 306,000

継続 ハード

4,000 4,000 8,000 5,000 4,800 200 10,000 23,615 21,200 1,471 944 47,230

継続 ハード

施策3.浸水被害対策の推進

10,000 10,000 10,000 10,000 23,000 23,000

継続 ハード

317,950 0 396,000 38,005 19,045 771,000 356,200 0 498,100 66,120 18,580 939,000 250,305 0 359,400 66,887 13,338 689,930

◆各会計合計

国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

1,139,296 346,937 4,714,800 3,139,037 1,631,387 10,971,457 1,139,922 221,084 1,464,000 259,669 2,902,907 5,987,582 563,377 41,136 1,847,400 54,253 2,716,738 5,222,904

0 0 0 5,762 0 5,762 0 0 0 23,124 0 23,124 0 0 0 23,436 0 23,436

1,410 704 0 7,122 2,548 11,784 0 0 0 0 1,625 1,625 0 0 0 0 2,000 2,000

0 0 0 2,302 0 2,302 0 0 0 9,241 0 9,241 0 0 0 9,365 0 9,365

30,389 0 208,600 52,200 420,836 712,025 51,320 0 209,800 10,700 403,842 675,662 60,858 0 313,400 5,500 306,275 686,033

317,950 0 396,000 38,005 19,045 771,000 356,200 0 498,100 66,120 18,580 939,000 250,305 0 359,400 66,887 13,338 689,930

1,489,045 347,641 5,319,400 3,244,428 2,073,816 12,474,330 1,547,442 221,084 2,171,900 368,854 3,326,954 7,636,234 874,540 41,136 2,520,200 159,441 3,038,351 6,633,668総　　計

公営企業会計（下水道事業会計）

公営企業会計（水道事業会計）

介護保険事業特別会計

一般会計

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

公営企業会計（下水道事業会計）　合計

令和５年度 令和６年度 令和７年度
財源内訳 事業費

合計
財源内訳 事業費

合計
財源内訳 事業費

合計
各会計

令和５年度～令和７年度　糸島市実施計画事業一覧表

【単位：千円】

ページ 事業名 課名 特色
令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源内訳

370

372

374

事業費
合計

財源内訳

公共下水道事業（処理施設ス
トックマネジメント）

下
水
道
課

市長公約

耐用年数を経過した下水道施設のうち、劣化等が激しい施設の長寿命化を図り、施設の効率的な維持管理を行う。

公共下水道事業（汚水管渠整
備）

下
水
道
課

市長公約

生活環境の向上及び公共用水域の水質汚濁防止を目的とする。

事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

376

公共下水道事業（処理場増
設）

下
水
道
課

市長公約

下水処理施設である前原下水管理センターは、快適な生活環境を確保し、公共用水域の水質保全を図る根幹的施設であり、汚水量の増加にあわせた処理施設の建設を行う。

公共下水道事業（雨水管渠整
備）

下
水
道
課

市長公約

雨水管渠等の整備を実施し、降雨時における浸水防除を図る。

30


